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指定申請について 
 

南河内広域事務室 広域福祉課（グループ） 

（富田林市・河内長野市・大阪狭山市・太子町・河南町・千早赤阪村） 

 

 

 

 

 

こちらは、指定居宅（介護予防）サービス事業、指定居宅介護支援事業の指定申請（本

申請）についての手引きです。 

申請や事業開設準備の前にあらかじめご確認いただきたいことや、特に注意が必要とな

ることなどについて掲載していますので、上記事業をお考えの方は必ず当手引きをお読み

いただきますようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

(注) 通所介護・地域密着型通所介護（デイサービス）、短期入所生活介護（ショートステ

イ）、特定施設入居者生活介護については、指定申請（本申請）や施設建築・改築等の前に

事前協議が必要となりますので、当該事業をお考えの方はこちらをお読みいただく前に、

南河内広域事務室ホームページ【新規指定（解説）申請】のページをご覧ください。 

  http://www.kouiki321.jp/procedure/fukushi/pro_siteikyotaku/01.html 

 

 

 

・文中「   」マークのある箇所は、パソコン画面上でクリックいただくと該当するホームペー

ジ等が表示されます。（お使いのパソコンの環境等によっては表示されない場合があります。） 

  

 

http://www.kouiki321.jp/procedure/fukushi/pro_siteikyotaku/01.html
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Ⅰ．申 請 受 付 期 間 （ ス ケ ジ ュ ー ル ） に つ い て  

 

指定申請（本申請）の受付については、その期間・期限を設けています。 

具体的には、事業開始予定月の前々月１６日（※１）から前々月末（※２）までの間に少なくとも１

回は申請書類をお持ちの上来庁（要予約）いただき、かつ事業開始月の前月１０日（※１）までに補

正完了となる（申請書類が全て不備なく揃う）ことが指定を受けるための条件となります。 

 

事 業 開 始 前 々 月  事 業 開 始 前 月  事業開始月 

  

 

 

 

 

１６日（※１） 前々月末（※２） 10日（※１） １日（指定日） 

（※１）土・日・祝日等の場合は、その翌開庁日 

（※２）土・日・祝日等の場合は、その前開庁日 

 

例：３月から事業を開始する場合（３月1日指定） 
 

・１月16日～１月末までの間に、ご予約のうえ申請にお越し（来庁）いただき、かつ２月10日ま

でに全ての申請書類をご提出いただく必要があります。 

 

 

 

申請（来庁）にあたっては予約が必要です。直前になりますと予約が混み合い、ご希望の日時

にお越しいただけない場合がありますので、なるべく事業開始月の前々月上旬頃までにお電話願

います。 

なお、申請（来庁）日当日のご予約は承っておりません。 

 

 

 

 

 

 

  

申 請 期 間  

（前々月末期限） 

予約が必要です 

補 正 期 間  

（前月 10 日期限） 

・指定時研修受講 

・指定書の交付 

  （20 日頃） 

【 ご予約・お問い合わせ先】 

0721-20-1199  （南河内広域事務室 広域福祉課 介護保険担当） 

【 開庁日時 】  土・日・祝日および１２月２９～１月３日を除く 

平日９：００～１７：３０  
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指定申請時の手数料について 

 

平成２８年４月１日から、南河内広域事務室を構成する６市町村（富田林市・河内長野市・大阪狭山

市・太子町・河南町・千早赤阪村）の手数料条例の改定により、指定居宅サービス事業等の新規指定申

請および指定の更新申請について、手数料が必要となりました。 

手数料の金額や適用開始時期については以下（次のページを含む）のとおりです。 

 

 

■ 手数料の金額について 

サービス（事業）種別  
手 数 料  

新 規 指 定 申 請  更 新 申 請  

 居 宅 サ ー ビ ス   
 
・訪問介護 ・訪問入浴介護 ・訪問看護 ・訪問リハビリテー
ション ・通所介護（利用定員（同時にサービス提供を受けること

ができる利用者数の上限）が１９人以上の通所介護） ・通所リハ
ビリテーション ・福祉用具貸与 ・特定福祉用具販売 ・短期
入所生活介護 ・短期入所療養介護 ・居宅療養管理指導 ・特
定施設入居者生活介護 

  

30,000 円 10,000 円 
 介 護 予 防 サ ー ビ ス   
 
・介護予防訪問介護 ・介護予防訪問入浴介護 ・介護予防訪問
看護 ・介護予防訪問リハビリテーション ・介護予防通所介
護 ・介護予防通所リハビリテーション ・介護予防福祉用具貸
与 ・特定介護予防福祉用具販売 ・介護予防短期入所生活介
護 ・介護予防短期入所療養介護 ・介護予防居宅療養管理指
導 ・介護予防特定施設入居者生活介護 

 居 宅 サ ー ビ ス  と  介 護 予 防 サ ー ビ ス  を 、

同 時 に 申 請 す る 場 合  
 
注）居宅サービスと、当該居宅サービスに対応する介護予防

サービスを同一の事業所において一体的に運営するものとし

て同時に申請される場合に限ります。（次頁【算定の例】参照）    

 
 

 
3５,000 円 

 
10,000 円 

 

サービス（事業）種別  
手 数 料  

新 規 指 定 申 請  更 新 申 請  

 居 宅 介 護 支 援  （ケアプランセンター） 30,000 円 10,000 円 

 

サービス（事業）種別  
手 数 料  

新 規 指 定 申 請  更 新 申 請  

 地 域 密 着 型 通 所 介 護    

…利用定員（同時にサービス提供を受けることができる

利用者数の上限）が１８人以下の通所介護 

30,000 円 10,000 円 

 
 
  

１つのサービス（事業）につき  

居宅サービスと予防サービスを  

併せて１件とし、１件ごとに  
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・・・【算定の例】・・・ 

例１  福祉用具 貸与 のみ新規申請  → ３０，０００円  

 

例２  福祉用具 貸与 ＋ 介護予防福祉用具 貸与 を同時に新規申請 → ３５，０００円  

 

例３  福祉用具 貸与 ＆ 福祉用具 販売 を同時に新規申請 

→ ３０，０００円 ＋ ３０，０００円 ＝６０，０００円  

 

例４  福祉用具 貸与 ＋ 介護予防福祉用具 貸与 ＆ 福祉用具 販売 ＋ 介護予防福祉用具 販売 を同

時に新規申請     → ３５，０００円 ＋ ３５，０００円 ＝７０，０００円  

 

例５  地域密着型通所介護 ＋ 介護予防通所介護 を同時に新規申請 （地域密着型サービスであるた

め、「例２」のような居宅サービスと介護予防サービスを同時に申請する場合の算定方法を適用で

きない場合）       → ３０，０００円 ＋ ３０，０００円 ＝６０，０００円 

 

 

■ 手数料の納付が必要となる申請（受付）時期について 
 

平成２８年４月１日以降に受け付けた申請から手数料が必要となります。 

したがって、平成２８年５月１日指定（事業開始）の新規指定申請から対象となります。ただし、

平成２８年５月１日指定事業所の申請期間は平成２８年３月１６日から開始されますので、平成

２８年３月３１日までに申請受け付けが完了した場合、手数料は必要ありません。 

なお、「平成２８年６月１日指定申請」の受付期間は平成２８年４月１８日から５月１０日まで

となっており、この申請受付期間より前に申請を受け付けることはできず、手数料が必要となりま

す。 

 

 

 

■ 納付方法について 
 

指定申請（本申請）受付時に納付書をお渡しいたしますので、納付方法等詳細につきましては、

その際にご説明いたします。 
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Ⅱ．注 意 事 項  
 

地域によっては、市街化調整区域など都市計画法等の規定により介護保険事業を行えない、ま

たは制限や条件等がある地域があります。 

事業所設置場所を決定される前に、必ず 「  新規申請事前確認書」を用いて関連部署へ事

業実施の可否等を確認してください。 

 

Ⅲ．指 定 を 受 け る た め の 要 件 に つ い て  
 

① 法人であり、定款の目的欄に当該事業に関する記載があり、その旨登記していること。 

 

【株式会社などの営利法人や特定非営利活動法人の場合】  

    ＜定款（事業の目的欄）への記載例＞ 

■ 包括的に（他の事業も含めて）規定する場合… 「介護保険法に基づく居宅サービス事業」 

 

 

 

 

 

■ 包括的に（他の事業も含めて）規定する場合… 「介護保険法に基づく介護予防サービス事業 」 

 

 

 

 

 

 

・「介護保険法に基づく居宅介護支援事業 」（居宅介護支援事業：ケアプランセンター） 

 

 

（注）「小規模（定員１８名以下）の通所介護」は平成２８年４月から地域密着型通所介護へ移行されます。  

また、「介護予防訪問介護」、「介護予防通所介護」は将来的に総合事業へ移行されますので、下記

の事業をあらかじめ定款に併せて規定（および登記）しておくことも可能です。 

現 行 
＜制度移行後の定款の目的欄（事業目的）記載例＞ 

個別の事業ごとに規定する場合 包括的に（他事業含め）規定する場合 

小規模の通所介護 介護保険法に基づく地域密着型通所介護事業 介護保険法に基づく地域密着型サービス事業 

介護予防訪問介護 介護保険法に基づく第一号訪問事業  
介護保険法に基づく第一号事業 

介護予防通所介護 介護保険法に基づく第一号通所事業  

 

 

【医療法人・社会福祉法人などの、監督官庁等がある法人（特定非営利活動法人を除く）の場合】 

定款への記載方法や定款変更認可手続き（スケジュール等）について、必ず事前に所轄・監督

官庁にご相談・確認願います。 

  

個別のサービス（事業）ごとに規定する場合・・・ 

「介 護 保 険 法に 基 づく 」 の後に続けて、 

訪問介護事業、訪問入浴介護事業、訪問看護事業、通所介護事業、短期入所生活介護事業、特

定施設入居者生活介護事業、福祉用具貸与事業、特定福祉用具販売事業  などを記載 

個別のサービス（事業）ごとに規定する場合・・・ 

「介 護 保 険 法に 基 づく 」 の後に続けて、 

介護予防訪問介護事業、介護予防訪問入浴介護事業、介護予防訪問看護事業、介護予防通所介

護事業、介護予防短期入所生活介護事業、介護予防特定施設入居者生活介護事業、介護予防福

祉用具貸与事業、特定介護予防福祉用具販売事業  などを記載 

http://www.kouiki321.jp/fukushi/download/siteikyotaku_new/125_siteikyotaku_new.xls
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② 事業所従業者の知識及び技能並びに人員および事業所の設備等が、次の大阪府条例に定

める基準を満たしており、条例に定める運営方針等に従って適正な事業の運営ができるこ

と。 

■ 居宅サービス：「   大阪府指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス等の事業

の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」（平成24年大阪府条例第115号） 

■ 介護予防サービス：「  大阪府指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定介護予防サービ

ス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準を定める条例」（平成24年大阪府条例第116号） 

■ 居宅介護支援事業：「  大阪府指定居宅介護支援事業者の指定並びに指定居宅介護支援等の

事業の人員及び運営に関する基準を定める条例」（平成26年大阪府条例第136号） 

 

 

各事業ごとの人員基準・設備基準等の概略については、  大阪府ホームページ【新規

指定様式集】のページに掲載の、「 指定申請書類一式 [PDFファイル] 」をご覧く

ださい。 

なお、上記ＰＤＦファイルには申請書類の記入例（※）等も掲載されていますので、申請

書類作成時の参考としてください。 
 

（※）記入例において「大阪府知事」との表記がある箇所については、申請事業所の所在地市町

村長に置き換えてください（例；富田林市に開設予定の場合、「富田林市長」と記入）。 

また、ご提出いただく書類については大阪府ホームページ掲載の様式ではなく、必ず  南

河内広域事務室ホームページ 掲載の様式を使用してください。なお、広域福祉課窓口におい

て申請書類の交付は行っていません。 

 

 

 

③ 法人の役員や管理者が、法に定める欠格事由（※）に該当しないこと。 

(※) 欠格事由とは、例えば以下のような事項に該当する場合をいいます。（下記は欠格事由

の概略です。詳しくは、申請書類のうち、「誓約書」をご確認願います。） 
 
・禁錮以上の刑に処され、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 
 
・介護保険法や労働に関する法律、その他保健医療福祉に関する法律により罰金刑に処せられ、

その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 
 

・社会保険料や労働保険料等について滞納処分を受け、かつ、引き続き滞納している者 
 
・５年以内に介護保険サービスに関し不正又は著しく不当な行為をした者 
 
・指定取消処分から５年を経過しない者（指定取消手続き中に自ら廃止届を行った者を含む） 

  

 

http://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00001727.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00001727.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00001728.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00001728.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00001728.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00001860.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00001860.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/jigyoshido/shien/shinki.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/jigyoshido/shien/shinki.html
http://www.kouiki321.jp/procedure/fukushi/pro_siteikyotaku/01.html
http://www.kouiki321.jp/procedure/fukushi/pro_siteikyotaku/01.html
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Ⅳ．そ の 他 指 定 申 請 に お け る 注 意 点 に つ い て  

 

・ 賃 貸 借 契 約 書 に つ い て  
 

賃貸物件で事業を行う場合、物件所有者と賃貸借契約を交わしていただく必要がありますが、

内容に不備があった場合に、申請期間中に修正が間に合わないケースが多く見受けられますので、

あらかじめ以下の点にご留意いただいた上で契約を行ってください。 
 

 補 正 事 例   
 

× 借主が、法人代表者個人名義となっている。 
 

…借主は事業者である法人の名義である必要があります。（法人が使用権原（※）を確

保する必要があります）。 
 
（※）使用権原…私法上の概念で、ある法律行為または事実行為を正当とする法律上の原因（所

有権、賃借権など）をいいます。従って、例えば法人代表者が所有する物件を

事業所として使用する場合は、法人代表者（個人としての所有者）と、法人と

の間で賃貸借契約を交わしていただく必要があります。 

 

× 使用目的・用途などが、「居宅」「倉庫」「工場」などとなっている。 
 

…このような場合、介護保険事業を行うことについて貸主から承諾を得ていないという

こととなりますので、使用目的・用途などは、「介護保険事業」「訪問介護事業」「事

務所」などと規定していただく必要があります。 

 

× 契約期間が短期間（概ね５年以内）であるが、期間満了後に契約を更新できる

旨の規定がない。 
 

…このような場合、介護保険事業を安定的に行えないものとして補正を求めることがあ

ります。 

 

・ 損 害 賠 償 責 任 保 険 に つ い て  
 

補 正 事 例   
 

× 保険期間の始期（保険の効力発生日時）が、指定日（１日）の「8時から」

「16時から」などとなっている。 
 

× １日が休日なので保険期間の開始日を「○月２日から」等と設定している。 
 

…上記のような事例が多く見受けられますが、たとえ申請事業所の営業開始日時が保険の

効力発生日時以降であっても、あくまで指定事業所が賠償責任を負う可能性は、指定日（１

日）の０時から発生します。 

このような場合、契約内容の変更（補正）を指示することとなりますが、契約内容の変

更には時間を要することが多いので、必ずご契約の前に、保険の開始日時を保険会社の担

当者へご確認いただきますようお願いいたします。 

なお、保険会社によっては保険開始時刻が一律「16時から」などと決まっており、「０

時から」といった設定ができない場合があります。このような場合は、保険開始日を指定

日の前日以前に設定してください。 
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・ 事 業 所 の 間 取 り （ 区 画 ） に つ い て  

 

事業所の間取り（区画）については、個別の申請ごとに平面図を精査し、事業を運営するにあたって

の支障の有無等を判断することとなります。 

以下に、これまでの申請において補正が必要であると判断したもののうちから、特に多く見受けられ

る事例を掲載いたしますので、間取り作成時の参考としてください。 

 

 補 正 事 例   

   

× （居宅併設等において）居住

者が、事業所の専用区画を通

らないと他の居住スペースに

移動できないケース 

× 相談室を通過しないと他の

部屋等へ移動できないケース 

× 手指洗浄設備が、従業者の

動線から離れているケース 

…事業所を居宅等と併設する場

合において、事業所の専用区画を

通らないと２階など他のスペー

スに移動できないような事例に

ついては、個人情報保護の観点か

ら見て問題があります。 

たとえ当該居宅に居住するの

が法人代表者のみである場合や、

家族全員が当該事業所の従業者

または役員等である場合であっ

ても認められません。 

…相談室の配置については、利

用者等のプライバシーに最大

限配慮いただく必要がありま

す。 

上図のような場合、相談中に

従業者等が相談室を通過する

恐れがあるため認められませ

ん。 

なお、相談室内に物入れなど

を設置することも同様です。 

…介護保険事業者には、自ら

進んで感染症予防等に取り組

んでいただく必要がありま

す。上図のような場合、手洗

い等の取組みに積極的でない

ものとして、補正を求める場

合があります。 

 なお、場所的に離れていな

くても、手指洗浄が疎かにな

る可能性があるようなケース

については、補正を求める場

合があります。 

 

× 通所介護など他事業の利用者が利

用する区画を通過するケース 

…通所介護の利用者からすれば、他事業

（サービス）の従業者はあくまで他人で

す。 

見知らぬ人が行き来することで通所

介護の利用者を不安にさせる恐れがあ

るだけでなく、個人情報保護の観点から

見ても問題があります。 

 


